
公益社団法人日本顕微鏡学会 

2023 年度事業計画書 

I. 2023 年度の事業運営方針 

  2022年度を振り返ると、コロナ禍、感染対策の徹底を図りながら、5月には第 78 回学術講演会を

ビッグパレットふくしま（郡山市）にてハイブリッドで開催し、11 月には第 65 回シンポジウムを川崎医

療福祉大学（倉敷市）にて完全対面で開催した。国内では新型コロナウイルス感染症の分類変更な

ど新たな展開を見せる中、2023 年度も感染状況を慎重に見極めながら、我が国の顕微鏡学の普及、

発展のために学会活動を推進していく。特に、人材育成や技術レベル向上など重要課題の克服に

向けて継続的に活動を進めるとともに、運営体制の検証を引き続き進めて、効率的かつ効果的な学

会運営をめざす。以下に、具体的な活動方針を示す。 

 

1. 【研究発表会等の活動】 学術講演会やシンポジウムを実施し、学術・技術レベルの向上を

図る。電子顕微鏡大学やサマースクール、支部講演会等の活動を通じて、会員相互の情報

交換を推進し、顕微鏡学分野全般の学術的レベル向上と各事業の公益性向上を図る。 

 

2. 【調査・研究活動】 学術運営委員会のもと、研究部会、分科会、その他の学術的活動を展 

開し、学術講演会・シンポジウムへ有機的に繋げて効率的かつ効果的な活動を実施する。 

 

3. 【学術誌（欧文誌、和文誌）の発行】 欧文誌「Microscopy」は、Impact Factor を向上させる 

施策を引続き実施し、世界的なステータスをより一層向上させることに努める。和文誌「顕微 

鏡」は内容の更なる充実を図り、会員全体への情報提供とレベルアップに資するものとする。 

 

4. 【研究業績の表彰等の活動】 顕微鏡学分野の発展のため、研究業績を表彰するとともに、

当該分野の技術や研究の発展および奨励のための活動を積極的に進める。また、電子顕微

鏡技術認定試験を実施し、技士認定事業を推進する。2023 年度は新たに功績賞の創設お

よび顕微鏡遺産認定制度を立ち上げる。 

 

5. 【顕微鏡学の普及・啓発、外部団体との連携事業】 教育・産業界に向けた社会貢献事業を

企画し、顕微鏡学の普及・啓発のための活動を推進する。また、他学協会等外部団体との連

携を活発に行い、顕微鏡学の普及および新たな展開の可能性を探る。2023 年度は新たに、

ジュニアメンバー制度を創設し、理科教育支援や人材育成を進めていく。 

   

6. 【国際事業】 IFSM、IMC、CAPSM、EAMC 等とより密接な関係を構築するとともに、今後の

顕微鏡学において主導的な役割を担える体制を構築する。 

 

7． 【その他の事業の方針】 

(1)学会運営に必要な規程・規則類を適時見直し、体系的に整備する。 

(２)将来の顕微鏡学を担う若手の育成に注力し、その目的での事業を検討し実施する。 

(３)これまでの運営状況を総括し、より効率的かつ効果的な事業運営が実施できるよう事務局を

含めて、業務体制を整備する。 



 

II．事  業  

 

1. 研究発表会、講習会等の開催（定款第４条第１項の１） 

 研究発表会、講習会として、以下の行事等を実施する。 

(1)研究発表会 

 研究発表会として、下記の学術講演会およびシンポジウム等を実施する。 

① 第 79回学術講演会（実行委員会委員長：荒河 一渡） 

     テーマ：「広がる顕微鏡の地平線」 

     会期：2023年 6 月 26 日（月）～6 月 28 日（水） 

     会場：くにびきメッセ（島根県松江市学園南 1-2-1） 

② 第 66回シンポジウム（実行委員会委員長：松崎利行） 

     会期：2023年 11 月 11 日（土）～11月 12 日（日） 

     会場：G メッセ群馬（群馬県高崎市岩押町 12） 

 ③分科会および研究部会が主催する講演会 

      分科会・研究部会において、講演会、シンポジウム、チュートリアル等を実施する。 

      分科会および研究部会の設置については、第２項（調査、研究、見学および視察）にする。 

 ④支部講演会 

北海道、関東、関西、九州の各支部において下記の講演会等を実施する。 

     (ⅰ) 北海道支部：北海道支部学術講演会、時期・場所等詳細は未定。 

    (ⅱ) 関東支部：関東支部学術講演会、時期・場所等詳細は未定。  

     (ⅲ) 関西支部：関西支部学術講演会、時期・場所等詳細は未定。 

    (iv) 九州支部：九州支部学術講演会、時期、場所等詳細は未定。 

(2)講習会 

 本年度は、顕微鏡学の普及、啓発およびレベルアップのための講習会として、下記のチュート 

リアル等を実施する。 

① 第 33回電子顕微鏡大学（実行委員会委員長：原 徹） 

    会期：2023 年 11 月上旬 

    会場：東京大学 

 ②第 33回電子顕微鏡サマースクール（実行委員会委員長：樋田一徳） 

    会 期： 2023年 8 月 7日（月）～8 月 8日（火） 

    会場： 川崎医科大学（岡山県倉敷市） 

 ③関東支部光顕・電顕試料作製実技講習会 

    会 期： 未定 

    会場： 未定 

(3)児童・生徒を対象とする理科授業（公益事業企画推進委員会委員長：秋元義弘） 

 ①市民公開講座と市民ワークショップを実施する。 



    開催時期： 2023 年 6月 25日（日） 

    開催場所： くにびきメッセ（島根県松江市学園南 1-2-1） 

 ②適時、児童・生徒を対象とした「顕微鏡体験ワークショップ」を実施する。 

 

2. 調査、研究、見学および視察（定款第４条第１項の２） 

本年度の調査活動・研究活動は学術運営委員会において方針を検討した上で、以下の活

動を行う。また、学術運営委員会においては、調査、研究活動の方針に加えて、講演会等の

方針も検討する。さらに、学術運営委員会は調査・研究活動を統括するとともに、講演会・講

習会、分科会および研究部会の各活動状況等の共有を密に図るため、学術運営合同会議

を適時開催する。 

(1)分科会および研究部会の活動 

 公益社団法人化初年度であった平成 24 年度に公益社団法人としての調査・研究活動等の在り

方を検討し、平成 25 年度からは新制度での分科会、研究部会を発足させ、それぞれにおいて調

査、研究活動を開始した。2023 年度は、11 分科会及び 6 研究部会をもって活動する。学術運営

委員会がこれらの分科会・研究部会を統括することによって相互に連携を図るとともに、特に顕微

鏡学の将来を担う若手の育成および啓発のための調査・研究事業を実施する。 

(2)広報活動 

 広報委員会を設置し、広報活動を実施する。広報委員会は学会ウェブサイトの運営を始めとし、

会員への顕微鏡学分野の各種情報の周知、さらには非会員に対しても顕微鏡学分野の種々の

情報提供および普及啓発活動を実施する。特に国際交流活性化のために英語版ホームページ

の充実を図る。 

 

3. 学術誌、学会誌および学術図書の発行（定款第４条第１項の３） 

 下記に記す欧文誌、和文誌および会報等を発行する。 

(1)欧文誌 Microscopy （Journal of Electron Microscopy から名称変更） 

 ①発行巻・号、発行部数、平均掲載頁数、発行予定日は下記の通り。 

   2023 年度中に、第 72 巻 2号～6 号および第 73 巻 1号を発行する。オンライン発行により、  

合計 600 頁程度、隔月 20 日発行予定。 

 ②欧文誌発行のために、Microscopy 編集委員会を構成し、編集を実施する。Microscopy 編集委 

   員会は、必要に応じて適宜開催する。 

(2)和文誌「顕微鏡」 

 ①発行巻・号、発行部数、平均掲載頁数、発行予定日は下記の通り。 

   第 58巻 1号～3号を発行する。冊子体で各号 2,000 部、合計 200 頁程度、4 月 30日、8月  

   31日、12月 31日に発行予定。第 79回学術講演会の発表要旨集を別冊として発行する。 

 ②Microscopy 誌のミニアブストラクトを掲載する。 

 ③和文誌発行のために、顕微鏡編集委員会を構成し、編集を実施する。顕微鏡編集委員会は、 

   必要に応じて適時開催する。 

 (3)その他必要に応じて学術図書の発行または発行の検討を実施する。 



 

4. 研究業績の表彰および研究の奨励、技術認定（定款第４条第１項の４、５） 

 下記の業績表彰、および技士認定を実施する。 

(1)業績の表彰 

 学会賞（瀬藤賞）、論文賞・和文誌賞、技術功労賞、奨励賞について選考を行い、受賞者を 

  表彰する。 

① 本年度の表彰 

  (ⅰ)第 68回日本顕微鏡学会 学会賞(瀬藤賞) 

  (ⅱ)第 38回日本顕微鏡学会論文賞 

  (ⅲ)第 28回日本顕微鏡学会技術功労賞 

  (ⅳ)第 24回日本顕微鏡学会奨励賞 

② 賞の授与：2023年 6月 26 日（月）～6 月 28 日（水）開催の第 79回学術講演会にて各賞の 

   授与を行う。 

 ③賞の選考：2024年度の表彰のための各賞選考委員会を構成し、賞の選考を行う。 

(２)若手研究者の研究奨励 

 ①若手研究者を対象に海外渡航奨励金を公募する。 

(3)技術認定 

 ①電子顕微鏡技術認定試験の実施 

   認定資格： 電子顕微鏡一級技士，電子顕微鏡二級技士 

  (ⅰ)実技試験 

       開催時期： 未定 

       開催場所： 未定 

  (ⅱ)筆記試験 

        開催時期：2023 年 10月 7 日（土） 

       開催予定場所：東京、京都、福岡 

 ②電子顕微鏡技術認定委員会 

     認定委員会委員長：太田啓介、同委員会副委員長：多持隆一郎 

     電子顕微鏡技術認定試験の試験問題の作成・採点・合否判定を行う。 

(4)顕微鏡遺産認定 

 ①顕微鏡学の発展に貢献した技術、製品を後世に伝えるための認定遺産の候補を公募する。 

 

5. その他必要な事業（定款第４条第１項の６） 

(1)将来構想委員会：今後の学会活動の方向性の検討に資するため、将来構想委員会を設置し、  

顕微鏡学を取り巻く状況の調査等より、今後の在り方について提言を行なう。 

(2)支部活動：北海道、関東、関西、九州の各支部において、それぞれの地区に応じた研究活動、  

普及・啓発活動等の事業を実施する。 

(3)若手研究者育成：顕微鏡学の将来を担う若手の育成および啓発のための事業を多角的に検討

して実施する。 



(4)公益事業企画推進：公益事業企画推進として、教育・産業界等へ向けた社会貢献事業の企画 を 

推進する。ジュニアメンバー制度を設立し、小中高生の理科教育支援及び人材育成を図る。 

(5)プロジェクト推進委員会：2019年度発足、顕微鏡関連大型プロジェクトの推進を図り、関連機関に 

提言を行う。 

(6)クライオ推進委員会：2021 年度発足、クライオ電子顕微鏡とその関連技術の推進と普及のための

学会活動を通じて、その成果を公開する。 

(7)バイオリサーチ人材育成委員会：2022 年度発足、バイオ分野の若手研究者・技術者育成のため

の事業企画を進め、バイオ分野における顕微鏡学の更なる普及を図る。 

(8)規程等の整備・改正：公益社団法人としての効率的な運営に必要な事項、および顕微鏡学関連

  の学術分野の発展に資する活動の実施に必要な事項について、その規程・規則類の整備および

  改正を適時実施する。 

 

6. 国内外の関連諸団体との連携の強化策（定款第４条第２項） 

 下記の海外および国内の関連団体等との学術的連携・情報交換ならびに協力等を行う。 

(1)海外連携（国際事業） 

 ①国際事業として、下記の国際団体と密接に連携するなかで、顕微鏡学における日本の国際的な

   立場の向上および顕微鏡学の普及と発展に努める。 

  (ⅰ)国際顕微鏡学連合 (International Federation of Societies for Microscopy； IFSM） 

  (ⅱ)国際顕微鏡学会 （International Microscopy Congress） 

  (ⅲ)アジア太平洋顕微鏡学会 (Committee of Asia Pacific Society for Microscopy; CAPSM） 

  (ⅳ)東アジア顕微鏡学会議 (East-Asia Microscopy Conference; EAMC) 

③ その他関連する分野の国際会議等との連携を必要に応じて検討する。 

④ IAMNano 2023 (International workshop on Advances and In-situ Microscopies of Functional 

Nanomaterials and Devices)が 2023年 6月 28 日（水）～7月 1 日（土）の会期にて、くにびきメ

ッセ（島根県松江市）で開催される予定であり、関連団体との連携を図る。 

⑤ IMC20（20th International Microscopy Congress）が 2023年 9 月 10日（日）～9 月 15日（金）の

会期で、韓国釜山市にて開催される予定であり、関連団体との連携を図る。 

関連して IMC20 サテライトシンポジウムを 2023 年 9 月 7日（木）に九州大学で開催する。 

 

(2)国内連携 

 ①日本国内の下記の団体との連携を行う。 

  (ⅰ)公益社団法人日本工学会： 他学会事務局との横断的な交流を目的として事務研究会に 

参加する。 

  (ⅱ)日本学術会議との連携を密に保ちながら活動する。 

  (ⅲ)公益財団法人風戸研究奨励会との連携を検討する。 

 ②他の学協会との連携を行う。 

  (ⅰ)他学協会等が主催する顕微鏡学および関連する分野の講演会等への協賛等を行う。 

  (ⅱ)日本生物物理学会との連携を強化する。 



  (ⅲ)日本解剖学会との連携を強化する。 

  (ⅳ)日本高分子学会との連携を推進する。 


